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Abstract 

 
  An inverse modeling system for air pollutant emissions (SO2, NOx, and NH3) was developed with a Multi-

wavelength Mie-Raman Lidar (MMRL), the GEOS-Chem chemical transport model (CTM), and Green’s functions 

method. MMRL, an improved two-wavelength polarization Mie-scattering Lidar by adding a nitrogen Raman Scatter 

measurement channel, can provide vertical profiles of seven aerosol optical properties (extinction coefficients (α) at 

355 and 532 nm; backscatter coefficient (β) at 355, 532, and 1064 nm; depolarization ratio (δ) at 355 and 532 nm) 

and are operated at three sites in Japan. To use aerosol vertical profiles from MMRL measurements as observational 

constraint of the inverse modeling, we developed a Lidar simulator that converts CTM outputs (i.e., aerosol mass 

concentrations) into the seven aerosol optical properties and allows direct comparison with MMRL measurements. 

The feasibility and capability of the developed system was demonstrated in an inversion experiment in which we 

used extinction coefficient at 532 nm from MMRL at Fukuoka in 2015. The inverse experiment shows reduced 

emissions over China compared with 2010 reflecting recent reductions of Chinese SO2 and NOx emissions. Aerosol 

optical depth (AOD) derived from a posteriori emission exhibit a decreasing trend over not only China but also the 

downwind regions (e.g., Japan). This is consistent with AOD provided by the Japanese Aerosol reanalysis.  
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1.  は じ め に 

大気汚染とは、大気中のエアロゾル (微粒子 ) や排

ガス等の微量気体の増加することによって大気質が悪化

し、健康や人間活動、気候を含めた地球システムに  (主

に悪い) 影響をあたえることを指す。その顕著な事例とし

て、光化学オキシダントによる光化学スモッグや、粒径が

2.5 µm 以下の微小粒子状物質  (PM2.5) による高濃度

スモッグが挙げられる。PM2.5 はその粒子のサイズが小さ

く肺の奥にまで到達しやすいため、呼吸器系や循環器

系の疾患に影響があることが指摘されている 1), 2)。 

PM2.5 とその前駆物質は、自動車や工場、発電所等

から排出される。日本国内では、大気汚染防止法や自

動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法  (自動

車 NOx・PM 法) の制定や改正を通じて、排出量の抑

制・低減が図られ、基準値の達成率向上に寄与してきた。

一方、人口と経済規模の急速な増加が進む東アジア域

では、大気汚染物質排出量が増加し続けており 3)、自国

だけでは無く、風下に位置する近隣国の大気環境にも

大きな影響を与えている 4), 5), 6)。鵜野らは、化学輸送モ

デルを用いたソース・レセプター解析を行い、福岡の

PM2.5 濃度に対する人為起源排出量の相対的な寄与率

を地域別に計算し、年平均では約 80%が、大陸からの
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風が卓越する冬季においては約 90%が国外寄与である

と報告している。このように、国境を超えて生じる大気汚

染現象を正しく捉えるためには、国内だけではなく、東ア

ジア全体の風向や季節変化、汚染物質の排出量の動

向を正しく知る必要がある。  

特に、大気汚染物質がいつ、どこから、どれだけ大気

中に放出されたか  (排出インベントリと呼ぶ) を正確に

把握することは、大気汚染現象を理解する上で重要な

要素の一つである。化学輸送モデルを用いた数値予測

やシミュレーションの重要な入力情報でもあり、その結果

を大きく左右する。一括りに排出インベントリといっても、

その排出源やその分布は多岐にわたる。時間変動も大

きく、日変化や季節変動、経済状況を反映させた年々

変動を見せる。 

排出インベントリを作成する主な手法として、ボトムア

ップ手法が広く採用されている。これは、エネルギー統計

や人口分布といった国が発表する統計量に基づいて推

計を行うものである 3)。様々な研究機関で推計されている

ボトムアップ排出インベントリであるが、各種統計量、排

出係数や除去係数などを推定して計算を行うため、各行

程に含まれる不確実性を積み上げてしまう。そのため、

最終的なプロダクトである推定量に含まれる不確実性が

大きくなってしまう問題を抱えている。また、各種統計量

の公開を待つ必要があるため、インベントリの作成に時

間を有する (3–5 年程度) という欠点もある。 

このボトムアップ排出インベントリの問題点を補うため

に近年研究が行われているのがトップダウン推定  (また

は逆推計) である。トップダウン推定では、ボトムアップ排

出インベントリを先見情報として、数値モデルを媒体に、

観測データを拘束条件とすることで排出量を最適化する。

逆推計を行うことで、排出量やその時間変動の最適化  

(不確実性の低減) 、統計量には含まれていない情報を

排出インベントリに反映させることだけではなく、排出イン

ベントリの延伸 (速報的に間近の排出インベントリを作成

する) などが期待できる。トップダウン推定は、CO6), 7)、

や窒素酸化物 8), 9)、エアロゾル 10), 11)に応用されている。 

九州大学応用力学研究所では、JSPS 科学研究費基

盤研究 S「多波長ライダーと化学輸送モデルを統合した

エアロゾル５次元同化に関する先導的研究  (代表  鵜

野伊津志九州大学教授 ) 」の支援を受け、多波長ミー・

ラマンライダー (MMRL; Multi-wavelength Mie-Raman 

Lidar) 観測システムを開発・設置し、エアロゾルの連続

観測を行っている。本研究では、MMRL による観測デー

タを用いた、中国を対象とした大気汚染物質排出量の

逆推計システムの開発とフィジビリティスタディのための

予備実験の実施を目的とする。  

2.  研 究 手 法 

開発する排出量逆推計システムは、基となる排出量イ

ンベントリ (先見情報) 、拘束条件に用いられる観測デ

ータ (MMRL 測定データ) 、観測データと排出量を結

びつける化学輸送モデル、最適化ルーチンからなる  

(Fig.１にシステムの概念図を示す) 。この章ではそれぞ

れの要素について述べる。 

2.1  多波長ミー・ラマンライダー (MMRL) 観測 

ライダーはレーザー光線を大気中へと射出し、大気分

子やエアロゾル粒子、雲粒子により後方散乱されたレー

ザー光線の強度を計測することで、それぞれの濃度の鉛

直分布を推定する。例えば、国立環境研究所が運用す

る地上ライダー観測ネットワーク  (AD-Net)12), 13)では、２

波長  (1064、532 nm) 偏光 (532 nm) ミー散乱ライダー 

(ML) を東アジア域に広く展開し、15 年以上に渡ってエ

アロゾルの分布・経年変化等を監視してきた。  

九州大学応用力学 研究所  (福 岡 ; 33.52°N 、

130.48°E) では、MLに２波長 (387、607 nm) の窒素振

動ラマン測定チャンネル及び波長  355 nm での偏光ミー

散乱ライダー測定機能を追加した多波長ミー・ラマンライ

ダー (MMRL) を導入、2013年より連続観測を行ってい

る。また、同様の MMRL 観測を、富山 (富山大学五福

キャンパス、36.70°N、137.10°E) 、沖縄県辺戸岬 (国立

環境研究所辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーション、

26.87°N、128.25°E) でも随時開始している。 

MMRL では、ラマン測定チャンネルを追加することで、

大気分子と大気浮遊粒子による弾性散乱光と、窒素分

子によるラマン散乱光  (非弾性散乱光 ) を同時に測定

する。従来の ML では、２波長 (1064、532 nm) の後方

散乱係数  (β；エアロゾルに対して入射した光が後方に

散乱される比) と波長 532 nm での偏光解消度 (δ；ML

 
Fig.1 Schematic of the emission inverse modeling 

system. 
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では直線偏光したレーザーを大気に送信し、受信散乱

光を水平な成分と垂直な成分で測定する。δ はその比  

(垂直 /水平) で定義され、粒子の形状  (非球形性 ) に

感度を持つパラメーターとして活用されている ) を測定

することができるが、エアロゾルの濃度とより関係の深い

消散係数  (α；光の強度がエアロゾルなどの散乱や吸収

によって減衰する割合。鉛直積分することで光学的厚さ

を得ることができる) を直接求めることは出来ず、ライダ

ー比等を仮定して推定する必要があった。MMRL では、

弾性散乱光とラマン散乱光の２つの測定信号を同時に

解析することで、消散係数と後方散乱係数を独立に求

めることができる。結果として、MMRL からは、２波長  

(355、532 nm) の消散係数  (α355、α532) 、３波長  (355、

532、1064 nm) の後方散乱係数  (β355、β532、β1064)、２

波長  (355、532 nm) の偏光解消度  (δ355、δ532) の７つ

の要素を得ることができる 14)。本研究では、この MMRL

観測で得られたシグナルを使い、排出量の最適化システ

ムの構築を行うが、この豊富なアウトプットとそれぞれのエ

アロゾル粒子が持つ光学的な特徴を結びつけることで、

エアロゾル種毎  (例えば、鉱物性ダスト、海塩粒子、黒

色炭素、人為起源エアロゾル) に光学特性を推定する

アルゴリズムの開発行われている 14)。 

2.2  化学輸送モデル 

排出量と観測データの関係を計算する化学輸送モデ

ルには全球化学輸送モデル GEOS-Chem v9-0215)を採

用した。GEOS-Chem は NOx-Ox-VOC-HOx-CO の詳細

な化 学 反 応 過 程 を 含 み 、 NASA GMAO (Global 

Modeling and Assimilation Office) によって提供される

GEOS-FP 気象データによって駆動されるオフラインモデ

ルである。全球計算  (水平解像度 2°×2.5°) を境界条

件に、東アジア域を水平解像度 0.5°×0.667°で１方向ネ

ストで計算を行った。鉛直方向は上空約 0.01 hPa までを

47 層に分けて計算している。計算領域設定および基本

的な計算条件は桑原ら 4)に準拠しているので、詳細はそ

ちらを参考にされたい。 

モデルの主要な入力条件の１つである排出量インベ

ントリには、REAS 2.1 (Regional Emission Inventory in 

Asia Version 2.1)3) を用いた。本研究を行った時点で、

REAS 2.1 には 2008 年までのデータしか整備されていな

い。そのため、本研究チームでは、2010 年までのエネル

ギー統計等を利用して外挿した結果を用いている。その

ため、本研究では 2015 年を対象としているが、逆推計で

用いる先見情報 (𝐄𝑓) には外挿から得られた 2010 年の

排出量インベントリを用いていることになる。  

化学輸送モデルでは、最適化の対象である排出量を

入力条件に、大気汚染物質の重量混合比の時間発展

を計算し、その分布を出力する。本研究では、排出量の

最適化にライダー観測を用いるため、その観測物理量で

ある消散係数や後方散乱係数などと、化学輸送モデル

の出力を結びつける必要がある。そこで、化学輸送モデ

ルの出力をライダー観測物理量に変換するライダーシミ

ュレータの開発を行った。Fig. 2 にその概要図を示す。

GEOS-Chem では、REAS 2.1 排出インベントリを入力し、

エアロゾル成分として硫酸塩 (SO4
2-) 、硝酸塩  (NO3

-) 、

アンモニウム塩  (NH4
+) 、黒色炭素  (BC) 、有機炭素  

(OC) 、海塩粒子、鉱物性ダストの重量濃度を出力する。

ライダーシミュレータでは、これらとともに、GEOS-FP から

提供された相対湿度、気温等の気象パラメータから、

MMRL で観測される７つの要素 (２波長 (355、532 nm) 

の消散係数  (α355、α532) 、３波長  (355、532、1064 nm) 

の後方散乱係数  (β355、β532、β1064) 、２波長  (355、532 

nm) の偏光解消度  (δ355、δ532)) を算出する。算出に必

要な各エアロゾル種の特性のうち粒径分布に関するもの 

(有効半径や幾何標準偏差 ) については GEOS-Chem 

v9-02 標準のものを、光学特性  (複素屈折率) について

は、OPAC16)や黄砂の実観測解析データ 17)を用いた。ま

た、偏光解消度をシミュレートするために、黄砂に対して

は回転楕円体を適用し 18)、その他のエアロゾルに対して

は球形とした。 

観測データを拘束条件に特定の地域の排出量を最

適化するためには、その地域の排出量と観測データの

間のソース・レセプター関係を求める必要がある。GEOS-

Chem のモデルグリッドごとにソース・レセプター関係を求

めることができれば、排出量分布を水平解像度 0.5°×

0.667°で最適化できるが、計算機コストや得られる拘束

 
Fig.3 15 regions for the source-receptor analysis and 

inverse modeling. 

 
Fig.2 Schematic of the Lidar simulator.  
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条件  (すなわち観測データの数) からも現実的ではない。

そこで本研究では、中国を中心に計算領域を 15 の領域

に分け、それぞれの地域を対象にソース・レセプター関

係を算出し、排出量の最適化を行った。Fig. 3 に地域分

けを、Table 1 に領域番号と具体的な地域名を示す。ソ

ース・レセプター関係算出は、対象領域の排出量を一律

20%削減した感度実験を行い、ベース計算との差を計算

し、相対寄与率を計算することで求めた。また、感度実

験計算の際は、各領域について独立に行うのではなく、

偏西風を考慮し、風下  (すなわち西側の領域 ) から風

上へと排出量を順々に削減していくことで計算した。これ

は、単一の領域のみの排出量を削減することで、風上か

らの汚染物質が希釈され、ガス・エアロゾル平衡が変化

し、ソース・レセプター関係の線形性が失われることを防

ぐためである。本研究では、得られたソース・レセプター

関係を排出量の最適化に用いるが、それだけでも汚染

物質の輸送過程や濃度分布の季節変動の解析に大変

有効である。このソース・レセプター関係を用いた西日本

や日本海沿岸への PM2.5越境輸送に関する解析結果は

桑原ら 4)に詳細にまとめられている。 

Table 1 Source regions for source-receptor analysis 

No.   Source region Detail 

1 Japan Japan 

2 Korea Korea 

3 NE. China Jilin, Heilongjiang 

4 Liaoning China Liaoning 

5 Central N. China Beijing, Hebei, Shandong, Hebei  

6 Central E. China Shanghai, Jiangsu, Zhejiang 

7 Taiwan Taiwan 

8 Central S. China Fujian, Jiangxi 

9 Central China Henan, Anhui, Hubei 

10 Shanxi China Shansi 

11 SW. China Guangdong, Hunan, Hongkong, 

Macao, Hainan, Yunnan, Guizhou 

12 Inland China Qinghai, Gansu, Shaanxi, 

Inner Mongolia, Ningxia 

13 Chuan-Yu China Sichuan, Chongqing 

14 Ocean (ship) Ship exhaustion 

15 Others Others than region 1–14 

2.3  グリーン関数法 

最適化手法としては、グリーン関数法 19), 20), 21)を用い

た。観測データ  (ここでは、MMRL の計測値) を𝐲 (観

測データ数は m) とすると、数値モデル  (ここでは化学

輸送モデル) との関係は次の式で表される。  

𝐲 = 𝐺(𝛈) + 𝛆 (1) 

ここで、𝐺 は化学輸送モデルとそのアウトプットの観測空

間への変換  (観測演算子 ) を表す。𝛈 は数値モデルに

含まれる最適化すべき不確定なパラメータで、初期条件

や境界条件、パラメタリゼーションに用いられる係数など

を設定することができる。本研究では、𝛈 に各領域の大

気汚染物質排出量のスケーリングファクターを設定する

ことで、人為起源大気汚染排出量 (SO2、NOx、NH3 等) 

の最適化を行う。𝛈 の次元を n 、その共分散行列を𝐐 で

表す。𝛆 は観測誤差で、測器の誤差、リトリーバル誤差、

代表性誤差、𝐺 の作用によって生じる誤差  (すなわち、

数値モデルや観測演算子によって生じる誤差 ) を含ん

でいる。𝛆 の共分散行列を𝐑 で表す。本研究では、大気

汚染排出量を𝛈 に、MMRL で観測された消散係数や後

方散乱係数を𝐲 に設定するため、式 (1)は大気汚染物

質のソース・レセプター関係を表すことになる。  

式(1)をマクローリン展開し、１次の項までを考える。  

𝐲 = 𝐺(𝟎＋𝛈) + 𝛆 = 𝐺(𝟎) + 𝐆(𝛈) + 𝛆 (2) 

𝟎 の零ベクトルで、𝐺(𝟎) は基本となる通常の設定のモデ

ル計算から得られる結果である  (ベース計算と呼ぶ) 。

𝑮 は𝐺  のヤコビアン行列で、その次元は𝑚 × 𝑛 である。

𝑮 の𝑖 番目のカラム (𝐠𝑖) は以下の式で表される。 

𝐠𝑖 =
𝐺(𝐞𝑖) − 𝐺(𝟎)

𝑒𝑖
 (3) 

ここで、𝐞𝑖 は、i 番目の要素に𝑒𝑖 を、それ以外の要素は

0 である摂動ベクトルで、式(3)は𝐺 の i 番目の要素に対

するグリーン関数となる。本研究では、グリーン関数は前

述の感度実験で求める。 

一方、式(2)を整理すると、 

𝐝 = 𝐲 − 𝐺(𝟎) = 𝐆(𝛈) + 𝛆 (4) 

となり、イノベーション𝐝 (モデル結果と観測の差) をグリ

ーン関数、𝛈 、𝛆 を用いて表すことが出来た。  

𝛈 、𝛆 を制御変数とし、それぞれの誤差  (すなわち

𝐐 と𝐑 ) を考慮に入れた評価関数は、  

𝐽 = 𝛈𝑇𝐐𝛈+ 𝐝𝑇𝐑𝐝 (5) 

で与えられ、𝐽 を最小とする解  (𝛈𝑎) は次の式で求める

ことができる。 

𝛈𝑎 = (𝐐−1 + 𝐆𝑇𝐑−1𝐆)−1𝐆𝑇𝐑−1𝐝 (6) 

得られた解を用いることで、最適化された排出量は、  

𝐄𝑎 = (1 + 𝛈𝑎)𝐄𝑓 (7) 
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で表すことができる。ここで、𝐄𝑓  は逆推計を行う前の排

出量 (基準とした排出量または先見情報 ) 、𝐄𝑎  は逆推

計後の排出量である。また、得られた𝛈𝑎 の解析誤差𝐏

は次の式から求めることができる。  

𝐏 = (𝐐−1 + 𝐆𝑇𝐑−1𝐆)−1 (8) 

グリーン関数を用いた大気汚染排出量逆推計に関す

る研究は、二酸化炭素、メタンや一酸化炭素を中心に行

われている他 19), 21)、海洋モデルのパラメータ最適化にも

用いられている 22, 23)。 

本稿では、開発した逆推計システムの実行可能性を

確認するために、九州大学応用力学研究所に設置され

た MMRL 観測で得られた消散係数 (532 nm; α532) を

用い、排出量の最適化を、2015 年通年を対象に行なっ

た。MMRL 観測データとモデル結果は鉛直プロファイル

を日平均して用いた。それぞれの誤差  (式(5)の𝐐 と𝐑 ) 

は、結果を左右する重要なパラメータである。背景誤差  

(𝐐 ) は、排出量に含まれる誤差である。ここでは、REAS 

2.13)で見積もられている硫酸化合物の排出量の誤差  

(31%) を用いた。観測誤差  (𝐑 ) には、測器の誤差、リ

トリーバル誤差、代表性誤差、数値モデルや観測演算

子によって生じる誤差を考慮に入れなくてはならない。正

確な見積もりは困難であるが、ここでは、MMRL の観測

値とモデル結果との比較から、120%を設定した。 

 

3.  結 果 と 考 察 

3.1  ライダーシミュレータによる変換  

Fig.4 に化学輸送モデル GEOS-Chem で計算された

PM2.5 および鉱物ダスト濃度、ライダーシミュレータで変

換された消散係数  (355 nm) 、偏光解消度  (532 mm) 

の時間高度分布  (福岡、2015年 5月) を示す。PM2.5の

分布より、福岡の 5 月に幾つかの高濃度イベントがシミュ

レートされている。また、その中には黄砂イベントも含まれ

ており (例えば 5 月 4 日や 5 月 19 日) 、PM2.5 の濃度

は 50 µg/m3 を超える日も存在する。ライダーシミュレータ

で計算された消散係数は、高濃度になる時期や高度は

一致こそすれ、PM2.5 濃度分布と比べるとその様相は

少々異なる。これは、エアロゾル光学特性がエアロゾル

種によって異なること、大気中の水分量の影響を受ける

ことなどから、エアロゾル種の濃度総和である PM2.5 の濃

度と必ずしも比例関係ではないためである。ライダーシミ

ュレータで得られた偏光解消度は、土壌性ダスト濃度と

良い一致を見せている。この結果は、偏光解像度を用い

てエアロゾル全体から鉱物ダストを分離した発生量逆推

計の実現可能性を期待させる。  

3.2  逆推計による排出量の変化 

Fig.5 に 5 月および 11 月における逆推計で得られた

人為起源排出量  (SO2、NOx、NH3 等) を先見情報に対

する変化量を割合で示す (すなわち、2010–2015 年の

排出量の変化量を 2010 年の排出量で割ったもの) 。5

月、11 月ともに中国全土で排出量が大幅に減少してい

ることがわかる。Li et al.24)は二酸化硫黄の衛星データを

解析し、中国からの二酸化炭素の排出量は 2007 年の

36.6 Mt をピークに、2010 年の 27.5 Mt を経て、2015 年

には 10.0 Mt, 2016 年には 6.4 Mt まで減少していると推

 

Fig.4 Time-height cross sections of modeled (a) PM2.5 concentration, (b) dust concentration, (c) extinction 
coefficient (355 nm), and (d) depolarization ratio at RIAM MMRL site on May, 2015.  

22    弓本・鵜野ほか：多波長ミー・ラマンライダー観測システムを用いた大気汚染排出量の最適化  



               

 

定している。彼らの評価によれば、2015 年の中国二酸化

硫黄排出量は、2010 年と較べて 63.6%減少していること

になる。 

Ding et al.25)は、複数の窒素酸化物排出インベントリ

を比較し、中国主要地域から排出される窒素酸化物の

総量は、2011–2012年をピークとし、すべてのインベントリ

で近年は減少傾向であることを示している。本研究で得

られた排出量の減少という結果は、これらの研究成果と

も符合するが、減少割合や地域分布など詳細な検証が

今後必要である。 

3.3  エアロゾル光学的厚さ 

Fig.6a に、本研究で得られた逆推計後の排出量で計

算されたエアロゾル光学的厚さ (a posteriori AOD) から

逆推計前の排出量で計算されたエアロゾル光学的厚さ  

(a priori AOD) を引いたものを示す。すなわち、2015 年

の排出量を用いたシミュレーションから計算された AOD

と、2010 年の排出量 (先見情報) を用いたシミュレーシ

ョン (ただし、2015 年の気象場を使用) から計算された

AOD の差を示している。排出量の減少を反映して、

AOD も減少しているが、発生源である中国だけではなく、

その風下である朝鮮半島、日本海や日本列島でも AOD

が減少しているところに特徴がある。  

Fig.6b に、エアロゾル再解析プロダクト  (JRAero)26) 

から算出した年平均 AOD の 2015 年と 2011 年の差をし

めす。計算対象年や、使用している気象場に違いがある

ものの、中国から日本列島にかけて AOD が減少する様

子はよく一致している。エアロゾル再解析プロダクトでは、

シベリアからモンゴル北部で AOD が増加しているが、こ

れは 2015 年にバイカル湖付近で発生した大規模森林

火災に由来するものであり、本研究の対象外である  (ソ

ース・レセプター解析の対象外 ) 。そのため、本研究の

結果  (Fig.6a) には現れていない。 

 

4.  ま と め 

本稿では、MMRLの観測データを用いた大気汚染物

質排出量逆推計システムの概要について述べるとともに、

 
Fig.6 Horizontal distribution of annual averaged AOD: (a) increment (a posteriori AOD minus a priori AOD) 

obtained by this study and (b) difference between 2015 and 2011 provided by the JRAero aerosol reanalysis 
product. 

 
Fig.5 Spatial distribution of change in emissions between a posteriori (2015) and a priori (2010) in (a) May and (b) 

November. 
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フィジビリティスタディを目的とした予備実験の結果につ

いて示した。開発したライダーシミュレータが、化学輸送

モデルの出力を、消散係数等のライダー観測物理量へ

と適切に変換していることを確認した。予備逆推計実験

の結果より、MMRL の観測データで拘束することにより、

2015 年の中国の大気汚染物質排出量が 2010 年に較

べて大きく減少することが明らかになった。これは、他の

研究で報告されている、近年の中国からの二酸化硫黄、

窒素酸化物排出量の減少傾向と符合する。得られた排

出インベントリを用いて東アジアのエアロゾル光学的厚さ

の分布を求めた。排出インベントリの減少傾向を反映し、

東アジアのエアロゾル光学的厚さは大幅に減少しており、

これは、本研究とは独立して行われたエアロゾル再解析

プロダクトの結果とも傾向が一致した。  

本稿では、福岡  (九州大学応用力学研究所) に設

置された MMRL のデータの内、532 nm の消散係数の

みを拘束条件に用いた。福岡のほかにも、富山、沖縄辺

戸岬でもMMRLは連続観測を行っており、これらのデー

タを用いることで、分布等でより正確な結果が得られると

考えられる。また、532 nm の消散係数に加えて MMRL

で得られる 7 つの観測変数も同時に拘束条件に加える

事ができる  (これがライダーシミュレータを用いる強みで

もある) 。これにより、逆推計に用いる情報が大幅に増加

するわけだが、特に、波長の異なるデータを用いることで

エアロゾルの粒径分布に関する情報を逆推計に取り入

れることができる。また、偏光解消度を用いることで、土壌

性ダストとそれ以外のエアロゾルを明確に分けて逆推計

を行うことが可能である。 

前述のとおり、適切な逆推計結果を得るためには、そ

れぞれの誤差情報を正確に見積もることが重要となって

くる。化学輸送モデルと MMRL 観測の比較だけではな

く、その他の観測データとの相互比較を行うことで、観測

誤差をより正確に求めることが今後の課題である。  
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